
【１】財務書類の作成基準

　（１）対象会計

　一般会計等とは、本市の一般会計と公共用地先行取得事業特別会計が対象です。

　（２）作成基準日等

　（３）財務書類４表の関係

　地方公会計の財務書類の体系は、

１．会計年度末における資産及び負債の状況を明らかにする「貸借対照表」

２．業務実施に伴い発生した費用を明らかにする「行政コスト計算書」

３．貸借対照表の純資産の変動要因を明らかにする「純資産変動計算書」

４．資金の流れを区分別に明らかにする「資金収支計算書」

の財務書類４表とこれらに関連する事項の附属明細書となっています。

 　なお、下図の矢印は財務書類４表の相互関係を示しています。

概要版

一般会計等財務書類について（令和2年度一般会計等決算）

　会計年度の最終日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４月１
日～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したものとして処
理します。
　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ
ります。

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益 ③
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

②

①

貸借対照表

うち
現金
預金

＋本年度末

歳計外現金残高

　　本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。

①　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に

②　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。
③　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。
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【２】貸借対照表（BS）

　（１）貸借対照表とは

　（２）貸借対照表の概要

　（３）主な増減要因

…

…

…

貸借対照表（抜粋）

R2 R1 増減 R2 R1 増減

206,981 201,849 5,132 58,777 61,385 ▲ 2,608

195,806 192,269 3,537 37,508 38,581 ▲ 1,073

110,681 106,997 3,684 1,050 1,341 ▲ 291

68,977 69,049 ▲ 72 6,588 6,411 177

16,148 16,223 ▲ 75 13,631 15,052 ▲ 1,421

575 512 63

10,599 9,069 1,530 9,704 8,412 1,292

370 370 0 8,139 6,604 1,535

580 618 ▲ 38 611 550 61

9,676 8,107 1,569 954 1,258 ▲ 304

▲ 27 ▲ 26 ▲ 1

5,542 5,159 383 68,481 69,797 ▲ 1,316

1,099 807 292

276 193 83

4,097 4,076 21

70 83 ▲ 13 144,042 137,211 6,831

212,523 207,008 5,515 212,523 207,008 5,515

＜市民一人当たりの状況＞ （単位：万円）

※12月末時点人口 ※類似団体平均値は前年度決算の数値

新庁舎整備 ＋約19億円、病院会計から旧市立病院資産を移管 ＋約
11億円、和泉中央住宅集会所等 +約4億円

基金
その他（固定負債）

　その他

流動資産

　1年内償還予定地方債

　賞与等引当金

　その他

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

その他

現金預金

流動資産

インフラ資産

R2

114.8資産

減債基金 ＋約13億円、公共施設整備基金 ＋約2億円

損失補償等引当金（病院事業 ▲約9億円、下水道事業 ▲約5億円）

事業用資産

事業用資産

固定資産

　長期未払金

　退職手当引当金

37.0

類似団体平均値

153.6

32.8

H30

110.7

39.2

R1

37.5

71.5 73.7 77.8 120.8純資産

科目

　貸借対照表は、会計年度末時点で、地方公共団体がどのような資産を保有して
いるのかと（資産保有状況）、その資産がどのような財源でまかなわれているの
かを（財源調達状況）対照表で示したものです。貸借対照表により、基準日時点
における地方公共団体の資産・負債・純資産といったストック項目の残高が明ら
かにされます。

固定負債

　地方債

未収金

財政調整基金

その他

資産合計

　有形固定資産

（単位：百万円）

負債

　資産総額は、約２，１２５億円となり、行政サービスを提供するための土地や
建物等の有形固定資産が約１，９５８億円、長期延滞債権・未収金の債権が約９
億円、市の貯金である基金が約１３８億円となっています。
　負債総額は、約６８５億円となり、借入金である地方債が約４５６億円、職員
の退職に備えた退職手当引当金が約６６億円となっています。
　純資産は、資産と負債の差額であり、約１，４４０億円となっていますが、民
間企業のように資本の獲得等に関する取引の結果ではありません。

科目

111.2

物品

投資・出資金

長期延滞債権

基金

　無形固定資産

　投資その他資産

 - 2 -



【３】行政コスト計算書（ＰＬ）

　（１）行政コスト計算書とは

　（２）行政コスト計算書の概要

　（３）主な増減要因

…

…

行政コスト計算書（抜粋）

＜市民一人当たりの状況＞ （単位：万円）

※類似団体平均値は前年度決算の数値

　　その他

費用（損失）

学校ICT機器購入費 +約8億円

特別定額給付金 ＋約185億円、お買い物チケット配布 ＋約5億円

H30

4,651

　移転費用

23,871

29.3 29.7 42.0 -

　経常費用の総額は約７７９億円であり、これらの行政活動に対する使用料・手
数料などによる経常収益は約３１億円で、純経常行政コストは約７４７億円と
なっており、臨時損失、臨時利益を加えた純行政コストは約７４７億円となって
います。
　経常費用の内訳では、職員給与費などの人件費が約１０２億円で約１３％、維
持補修費や減価償却費などの物件費等は約１４７億円で約１９％であり、移転費
用の中では、社会保障給付が約２３９億円で約３１％となっています。

減価償却費

　　物件費等

類似団体平均値R1 R2

741 848

52,194

物件費

補助金等

その他

12,269

8,804

（単位：百万円）

1.7 -

純行政コスト 27.4 27.9 40.3 30.0

収益（利益） 1.9

　行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な
行政活動に係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使
用料・手数料などの収益（経常的な収益）を対比させた財務書類です。
　経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体の一会計期間中の行政活動
のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税収等で賄うべき行政コ
スト（純経常行政コスト）が明らかにされます。

8,270

5,442

　　補助金等

　　社会保障給付

32,290

1,758

24,135

　　その他の業務費用

23,571

534

3,566

経常費用

科目

1,876

431 433 ▲ 2

▲ 107

増減R1R2

77,852 54,899 22,953

3,049

747

2,408

　業務費用 25,658 22,609

10,239 9,492

14,677

19,904

　　人件費

物件費

303

経常収益

純行政コスト 74,729

1.8

▲ 281

51,956 22,773

183

19,484

純経常行政コスト 74,735 51,916

16 343 ▲ 327

3,117 2,983 134

22,819

▲ 49

1,941

300

4,188 4,068 120

22

1,176 1,225

臨時利益

　使用料及び手数料

　その他

臨時損失
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【４】純資産変動計算書（ＮＷ）

　（１）純資産変動計算書とは

　（２）純資産変動計算書の概要

　（３）主な増減要因

…

…

…

　

純資産変動計算書（抜粋）

地方消費税交付金 +約7億円、

ふるさと元気寄附金 +約3億円

増減

本年度末純資産残高

　純行政コスト約７４７億円に対して、財源である税収等は約３７２億円、国県
等補助金は約４０９億円で合計約７８１億円となり、差し引きである本年度差額
は約３４億円となっています。
　本年度差額がプラスの場合は、発生したコストを税や補助金といった一般財源
で賄うことができており、現世代の負担により将来世代も利用可能な資源を貯蓄
したことになります。

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１
年間でどのように変動したかを表す財務書類です。
　純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国府支出
金などの特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で
算出された費用（純行政コスト）が純資産の減少要因として計上されることなど
を通じて、１年間の純資産総額の変動が明らかになります。また、固定資産等の
変動により、純資産の変動要因が分かります。

（単位：百万円）

税収等

21,648

3,419 3,693 ▲ 274

国県等補助金 特別定額給付金 +約186億円

科目

- - 

地方創生臨時交付金 +約19億円

R2 R1

資産評価差額

無償所管換等

144,042 137,211

3,412 397

6,831 4,090

- -

4,090

▲ 51,956 ▲ 22,773

78,148 55,649 22,499

37,207 36,356 851

▲ 74,729

137,211 133,121

6,831

国県等補助金

本年度差額

無償所管換等

前年度末純資産残高

純行政コスト（▲）

財源

税収等

40,941 19,293

学校ICT環境整備費補助金 +約6億円

病院事業会計から旧病院資産を移管 +約11億円

その他

本年度純資産変動額

3,015

-

2,741

-
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【５】資金収支計算書（ＣＦ）

　（１）資金収支計算書とは

　（２）資金収支計算書の概要 資金収支計算書（抜粋）

R2 R1 増減

72,134 51,354 20,780

19,937 19,059 878

10,002 9,392 610

9,240 8,896 344

695 771 ▲ 76

52,197 32,295 19,902

24,135 4,651 19,484

23,874 23,576 298

4,188 4,068 120

79,342 56,988 22,354

37,140 36,379 761

40,492 18,489 22,003

1,710 2,120 ▲ 410

- 65 ▲ 65

- 240 ▲ 240

7,208 5,809 1,399

6,407 5,607 800

4,355 4,381 ▲ 26

2,026 1,199 827

26 27 ▲ 1

926 1,965 ▲ 1,039

　（３）主な増減要因 448 564 ▲ 116

… 436 863 ▲ 427

42 538 ▲ 496

… ▲ 5,481 ▲ 3,642 ▲ 1,839

7,230 8,071 ▲ 841

6,640 7,501 ▲ 861

… 590 570 20

5,800 5,704 96

5,800 5,704 96

… ▲ 1,430 ▲ 2,367 937

298 ▲ 200 498

… 145 345 ▲ 200

443 145 298

特別定額給付金 +約186億円

国県等補助金収入 特別定額給付金 +約186億円

 地方創生臨時交付金 +約19億円

奨学基金繰入金 ▲約3億円

庁舎整備基金積立金 ▲約2億円

その他 土地売払収入 ▲約4億円

（投資活動収入）

基金取崩収入 財務活動収支

本年度末資金残高

本年度資金収支額

補助金等支出

社会保障給付支出

（単位：百万円）

　資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等
の資金の流れを性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。キャッ
シュ・フロー計算書とも呼ばれます。
　現金収支については、現行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、
資金収支計算書においては、「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収
支」という性質の異なる三つの活動に大別して記載され、地方公共団体の資金が
期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかにされるのが特徴です。

　　基金積立金支出

　　移転費用支出

　　その他

財務活動収入

その他

投資活動収入

　　その他

臨時収入

業務活動収支

投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

臨時支出

国県等補助金収入

投資活動収支

財務活動支出

　　地方債償還支出

減債基金積立金 +約13億円

　業務活動収支は、税収、補助
金等の経常的な収入で、人件
費、物件費等の経常的な活動の
ための支出を賄えているかどう
かを表すものであり、投資活動
や財務活動の余力があるかを表
すもので、約７２億円のプラス
となっています。
　投資活動収支は、公共施設等
の整備や基金の積立て等の投資
的な活動に関する支出に対し
て、補助金や基金の取り崩しに
よりどれだけ充当したかを表す
もので、約５５億円のマイナス
となっています。なお、資産形
成等が行われればマイナスにな
ることが多いものです。
　財務活動収支は、当該年度の
地方債等の発行（収入）及び地
方債等の償還（支出）の状況を
表すもので、約１４億円のマイ
ナスとなっています。なお、地
方債の償還が進んでいる場合に
は、財務活動収支はマイナスと
なります。

基金積立金支出

補助金等支出

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

　　その他

　　地方債発行収入

前年度末資金残高

人件費支出

業務収入

科目

業務支出

　　業務費用支出

物件費等支出

その他

税収等収入

その他
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【６】指標等による分析

①

②

③

　（１）資産形成度

①市民一人当たり資産額

※12月末時点人口

②歳入額対資産比率

（5）弾力性
資産形成を行う余
裕はどのくらいあ
るか。

2.5年

指標

　財務書類を活用し、次の（１）から（６）までの視点で市の財政状況を分析し
ます。

歳入はどのくらい
の税金等で賄われ
ているか。

計算式 歳入額対資産比率　＝　資産額合計　÷　歳入総額（収入合計＋前年度末資金残高）

計算式

①

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

④

受益者負担の割合
（受益者負担比率）

①

R2

　歳入額対資産比率は、当年度の歳入総額に対する資産比率であり、これまでに
形成されたストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを示します。

行政サービスは効
率的に提供されて
いるか。

① 市民一人当たり行政コスト

（2）世代間公平性
将来世代と現世代
との負担の分担は
適切か。

（3）持続可能性
　　（健全性）

市民一人当たり資産額　＝　資産額合計　÷　人口

114.8万円

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

社会資本等形成の世代間負担比
率（将来世代負担比率）

①

②
市民一人当たり性質別行政コス
ト

財政に持続可能性
があるか。（どの
くらい借金がある
か。）

②

市民一人当たり資産額

歳入額対資産比率

R2

3.2年 3.2年

R1

H30 R1

（6）自律性

（4）効率性

②

③

分析の視点

有形固定資産の行政目的別割合

指標

年度

指標 110.7万円 111.2万円

純資産比率

債務償還比率

市民一人当たり負債額

将来世代に残る資
産はどのくらいあ
るか。

（1）資産形成度

行政コスト対税収等比率

年度 H30

①
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③有形固定資産の行政目的別割合

生活

④有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

生活

　（２）世代間公平性

①純資産比率

年度

指標

計算式
（資産老朽化比率）

総務

全体

有形固定資産の行政目的別割合　＝　行政目的別有形固定資産額　÷　有形固定資産額合計

R2

51.2%

計算式

48.2% 47.7%

総務

36.2% 35.5%

　有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得からどの
程度経過しているのかを示すもので、この比率が高いほど施設の老朽化が進んで
いることとなります。

年度

45.2% 47.5%

30.6%

51.3%

H30

47.6%

H30 R2

産業振興

消防

R1

63.0%

59.4%

56.7%

58.1%

環境衛生

生活インフラ・国土保全

R1

産業振興

39.6%

27.9%

62.0%

59.3%

64.2%

61.4%

有形固定資産減価償却率

33.4%

53.0%

教育

消防

福祉

64.6% 66.3% 67.8%

＝
減価償却累計額

有形固定資産額合計　－　土地等の非償却資産額　＋　減価償却累計額

　純資産比率は、蓄積してきた資産のうち現在までの負担で形成された資産の割
合を示すものです。純資産の増加は、過去及び現世代の負担により将来世代が利
用可能な資源を蓄積したことを表す一方で、純資産の減少は、将来世代が利用可
能な資源を過去及び現世代が消費していると捉えることができ、この比率が高い
ほど、これまでの世代の負担により資産を取得してきたことになります。

計算式 純資産比率　＝　純資産総額　÷　資産総額

36.5%

62.6%

60.8%

38.0%

1.6%

H30 R1 R2

58.9%57.3%

9.6% 9.5% 10.6%

57.0%

福祉

環境衛生

1.8% 1.8% 1.7%

1.5%

2.0% 1.9%

35.9%

　行政分野ごとの社会資本形成比は次のとおりで、道路、公園等に代表される生
活インフラ・国土保全分野と学校施設等の教育分野で全体の８割以上を占めてい
ます。

1.5% 1.4%

1.4% 1.3% 1.3%

年度
生活インフラ・国土保全

教育
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②社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

　（３）持続可能性（健全性）

①市民一人当たり負債額

※12月末時点人口

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

の黒字 の黒字 の黒字

③債務償還比率

（支払利息支出除く）
＋

　債務償還比率数は、償還財源上限額をすべて債務の償還に充当した場合にどの
程度で現在の債務を償還できるかを表す理論値です。
　債務償還能力は、債務償還比率が少ないほど高く、債務償還比率が高いほど低
いといえます。

計算式

年度 H30 R1 R2

523.4% 489.3% 439.3%

債務償還
比率

＝
経常一般財源等（歳入）等－ 経常経費充当財源等

（地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定数値）

将来負担額　－　充当可能基金残高

×100％

指標

37.5万円

H30

地方債残高
計算式

固定資産額合計

年度

（臨時財政対策債等の特例的な分を除く）
÷

39.2万円

R1 R2

　社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）は、形成された資産の
うち将来世代が負担する負債がどれくらい残っているのかを示し、この比率が高
いほど、将来世代の負担が大きいことになります。

業務活動収支

12.2% 11.7% 12.3%

＝

H30 R1 R2

市民一人当たり負債額　＝　負債額合計　÷　人口

H30

　基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、地方債などの元金・利子返済額
を除いた支出と、地方債発行などの借金による収入を除いた収入のバランスを見
るもので、収支がプラスの場合は、経費を借金に頼ることなく税金や補助金など
の収入で賄われていることを表すものです。

3,618百万円2,867百万円

年度 R1 R2

2,810百万円

年度

指標

計算式

社会資本等形成の
世代間負担比率

有形・無形

37.0万円

指標

計算式 基礎的財政収支 ＝

指標

（基金積立金支出、基金取崩収入を除く）

投資活動収支
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　（４）効率性

①市民一人当たり行政コスト

②市民一人当たり性質別行政コスト

17.9% 17.3%

24.6% 22.4%

8.1% 8.5%

40.7% 43.1%

8.7% 8.7%

　（５）弾力性

①行政コスト対税収等比率

　（６）自律性

①受益者負担の割合（受益者負担比率）

市民一人当たり性質別行政コスト　＝　性質別費用　÷　人口

5.1万円

補助金等

社会保障給付

計算式 市民一人当たり行政コスト　＝　純行政コスト　÷　人口

指標

年度

27.4万円 27.9万円 40.4万円

H30 R1 R2

5.1万円

7.0万円

H30 R1 R2

その他

7.9万円

年度

6.4%

28.5万円

2.6万円

5.5万円

13.0万円

12.9万円

2.7万円

2.5万円

12.7万円

経常費用合計

13.1%

18.8%

31.0%

30.7%

2.3万円

11.6万円

物件費等 6.6万円

29.5万円

指標

人件費

2.5万円

42.0万円

計算式

R2

6.6% 5.4%

計算式 受益者負担の割合　＝　経常収益　÷　経常費用

　税収等に対する純経常行政コストの比率であり、当該年度の税収等のうち、ど
れだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを示すものです。
　この比率が１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、１００％を
上回ると過去から蓄積した資産が取り崩されたことになります。

年度

指標

計算式 行政コスト対税収等比率　＝　純経常行政コスト　÷　財源

　受益者負担比率は、行政サービスの提供に対する負担（経常費用）について、
どの程度使用料、手数料の受益者負担（経常収益）で賄えているのかを示すもの
です。

年度

H30 R1 R2

89.0% 93.3% 95.6%

H30 R1

4.0%
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